


須賀川市条例第３１号 

 

須賀川市税条例の一部を改正する条例 

 

須賀川市税条例（昭和42年須賀川市条例第32号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第34条の７ （略） 第34条の７ （略） 

２ 前項の特例控除額は、法第314条の７第11項（法附則第５条の６第３項又は第４項

の規定により読み替えて適用される場合を含む。）に定めるところにより計算した

金額とする。 

 

２ 前項の特例控除額は、法第314条の７第11項（法附則第５条の６第２項＿＿＿＿＿

の規定により読み替えて適用される場合を含む。）に定めるところにより計算した

金額とする。 

 

（市民税の申告） （市民税の申告） 

第36条の２ 第23条第１項第１号に掲げる者は、３月15日までに、施行規則第５号の

４様式（別表）による申告書を市長に提出しなければならない。ただし、法第317条

の６第１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提

出する義務がある者から１月１日現在において給与又は公的年金等の支払を受けて

いる者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所得

を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者で社会保

険料控除額（令第48条の９の７に規定するものを除く。）、小規模企業共済等掛金

控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除

額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が900万円以下であるものに限る。）

の法第314条の２第１項第10号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の

合計所得金額が95万円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当しないも

のに係るものを除く。）、法第314条の２第４項に規定する扶養控除額若しくは特定

親族特別控除額（特定親族（同条第１項第12号に規定する特定親族をいう。第36条

の３の２第１項第３号並びに第36条の３の３第１項及び第２項第４号において同

じ。）（前年の合計所得金額が85万円以下であるものに限る。）に係るものを除

く。）の控除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第313

条第８項に規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規定する純損失若しくは雑

損失の金額の控除若しくは第34条の７第１項及び第２項の規定により控除すべき金

第36条の２ 第23条第１項第１号に掲げる者は、３月15日までに、施行規則第５号の

４様式（別表）による申告書を市長に提出しなければならない。ただし、法第317条

の６第１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提

出する義務がある者から１月１日現在において給与又は公的年金等の支払を受けて

いる者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所得

を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者で社会保

険料控除額（令第48条の９の７に規定するものを除く。）、小規模企業共済等掛金

控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除

額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が900万円以下であるものに限る。）

の法第314条の２第１項第10号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の

合計所得金額が95万円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当しないも

のに係るものを除く。）、法第314条の２第４項に規定する扶養控除額若しくは特定

親族特別控除額（特定親族（同条第１項第12号に規定する特定親族をいう。第36条

の３の２第１項第３号及び第36条の３の３第１項＿＿＿＿＿＿＿＿＿において同

じ。）（前年の合計所得金額が85万円以下であるものに限る。）に係るものを除

く。）の控除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第313

条第８項に規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規定する純損失若しくは雑

損失の金額の控除若しくは第34条の７第１項及び第２項の規定により控除すべき金



改正後 改正前 

額（以下この条において「寄附金税額控除額」という。）の控除を受けようとする

ものを除く。以下この条において「給与所得等以外の所得を有しなかった者」とい

う。）及び第24条第２項に規定する者（施行規則第２条の２第１項の表の上欄の

(２)に掲げる者を除く。）については、この限りでない。 

額（以下この条において「寄附金税額控除額」という。）の控除を受けようとする

ものを除く。以下この条において「給与所得等以外の所得を有しなかった者」とい

う。）及び第24条第２項に規定する者（施行規則第２条の２第１項の表の上欄の

(２)に掲げる者を除く。）については、この限りでない。 

２～９ （略） 

 

２～９ （略） 

 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第36条の３の２ 所得税法第194条第１項の規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者（以下この条において「給与所得者」という。）で市内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の支払

者（以下この条において「給与支払者」という。）から毎年最初に給与の支払を受

ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した

申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

第36条の３の２ 所得税法第194条第１項の規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者（以下この条において「給与所得者」という。）で市内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の支払

者（以下この条において「給与支払者」という。）から毎年最初に給与の支払を受

ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した

申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 所得割の納税義務者（合計所得金額が1,000万円以下であるものに限る。）の 

自己と生計を一にする配偶者（法第313条第３項に規定する青色事業専従者に該

当するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第４項に規定す

る事業専従者に該当するものを除く。次条第１項第２号において同じ。）（合

計所得金額が133万円以下であるものに限る＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿。）の氏

名 

(２) 所得割の納税義務者（合計所得金額が1,000万円以下であるものに限る。）の 

自己と生計を一にする配偶者（法第313条第３項に規定する青色事業専従者に該

当するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第４項に規定す

る事業専従者に該当するものを除き、＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿合

計所得金額が133万円以下であるものに限る。次条第１項において同じ。）の氏

名 

(３)・(４) （略） (３)・(４) （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定による申告書の提出の際に経由すべき給

与支払者が令第48条の９の７の２において準用する令第８条の２の２に規定する要

件を満たす場合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出に代え

て、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって施行規則

で定めるものをいう。次条第５項及び第53条の９第３項において同じ。）により提

供することができる。 

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定による申告書の提出の際に経由すべき給

与支払者が令第48条の９の７の２において準用する令第８条の２の２に規定する要

件を満たす場合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出に代え

て、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって施行規則

で定めるものをいう。次条第４項及び第53条の９第３項において同じ。）により提

供することができる。 

６ （略） 

 

６ （略） 

 



改正後 改正前 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

第36条の３の３ 次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」とい

う。）は、公的年金等支払者（所得税法第203条の６第１項に規定する申告書の提出

の際に経由すべき同項に規定する公的年金等（以下この項において「公的年金等」

という。）の支払者をいう。以下この条において同じ。）から毎年最初に公的年金

等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次項各号に掲

げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しな

ければならない。 

第36条の３の３ 所得税法第203条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所得

税法第203条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金

等」という。）の支払を受ける者であって、特定配偶者（所得割の納税義務者（合

計所得金額が900万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退

職手当等（第53条の２に規定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）

に係る所得を有する者であって、合計所得金額が95万円以下であるものに限る。）

をいう。第２号において同じ。）又は扶養親族（年齢16歳未満の者又は控除対象扶

養親族であって退職手当等に係る所得を有する者に限る。）若しくは特定親族（退

職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が85万円以下であるものに

限る。）を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）で市内

に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第203条の６第

１項に規定する公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」と

いう。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定

めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を

経由して、市長に提出しなければならない。 

(１) 所得税法第203条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提出しなけ 

ればならない者 

(１) 当該公的年金等支払者の名称 

(２) 法の施行地において公的年金等（所得税法第203条の７の規定の適用を受ける 

ものを除く。）の支払を受ける第23条第１項第１号に掲げる者であって、特定

配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が900万円以下であるものに限

る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所得金額が95万円以下であるもの

に限る。）をいう。次号及び次項第３号において同じ。）（退職手当等（第53

条の２に規定する退職手当等に限る。以下この号において同じ。）に係る所得

を有する者に限る。）又は扶養親族（年齢16歳未満の者又は控除対象扶養親族

であって退職手当等に係る所得を有する者に限る。）若しくは特定親族（退職

手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が85万円以下であるもの

に限る。）を有する者 

(２) 特定配偶者の氏名 

(３) 法の施行地において公的年金等（所得税法第203条の７の規定の適用を受ける 

ものに限る。）の支払を受ける第23条第１項第１号に掲げる者（当該年中に支

(３) 扶養親族又は特定親族の氏名 



改正後 改正前 

払を受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等の支払を受

けるべき日の前日の現況において令第48条の９の７の３に定める金額に満たな

い者を除く。）であって、障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特

定配偶者若しくは扶養親族（年齢16歳未満の者又は控除対象扶養親族に限

る。）若しくは特定親族（合計所得金額が85万円以下であるものに限る。）を

有する者 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ (４) その他施行規則で定める事項 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(１) 公的年金等支払者の名称 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(２) 公的年金等受給者が、法第314条の２第１項第６号に規定する特別障害者又は 

その他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実並びに寡婦又

はひとり親に該当する場合にはその旨 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(３) 特定配偶者の氏名 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(４) 扶養親族又は特定親族の氏名 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(５) その他施行規則で定める事項 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ 第１項又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書を公的年金等支払者を経

由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年におい

て当該公的年金等支払者を経由して提出した第１項又は同条第１項の規定による申

告書に＿＿＿＿＿＿_記載した事項と異動がないときは、公的年金等受給者は、当該

公的年金等支払者が所得税法第203条の６第２項に規定する国税庁長官の承認を受け

ている場合に限り、施行規則で定めるところにより、第１項又は法第317条の３の３

第１項の規定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した第１項又

は同条第１項の規定による申告書を提出する＿＿_    ことができる。 

２ 前項＿又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書を公的年金等支払者を経

由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年におい

て当該公的年金等支払者を経由して提出した前項＿又は法第317条の３の３第１項の

規定による申告書に記載した事項と異動がないときは、公的年金等受給者は、当該

公的年金等支払者が所得税法第203条の６第２項に規定する国税庁長官の承認を受け

ている場合に限り、施行規則で定めるところにより、前項＿又は法第317条の３の３

第１項の規定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項＿又

は法第317条の３の３第１項の規定による申告書を提出することができる。 

４ （略） ３ （略） 

５ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経由すべき公的年

金等支払者が令第48条の９の８＿＿において準用する令第８条の２の２に規定する

要件を満たす場合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出に代え

て、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法によ

り提供することができる。 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経由すべき公的年

金等支払者が令第48条の９の７の３において準用する令第８条の２の２に規定する

要件を満たす場合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出に代え

て、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法によ

り提供することができる。 

６ 前項の規定の適用がある場合における第４項の規定の適用については、同項中

「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「公的年金等支払者に

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用については、同項中

「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「公的年金等支払者に



改正後 改正前 

受理されたとき」とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」と、「受理

された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

 

受理されたとき」とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」と、「受理

された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

 

（固定資産税の免税点） （固定資産税の免税点） 

第63条 同一の者についてその者の所有に係る土地、家屋又は償却資産に対して課す

る固定資産税の課税標準となるべき額が土地又は家屋にあっては30万円＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿、償却資産にあっては180万円に満たない場合においては、固定資産税

を課さない。 

 

第63条 同一の者についてその者の所有に係る土地、家屋又は償却資産に対して課す

る固定資産税の課税標準となるべき額が土地＿＿＿＿にあっては30万円、家屋にあ

っては20万円、償却資産にあっては150万円に満たない場合においては、固定資産税

を課さない。 

 

附 則 

 

附 則 

 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） （特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第６条 平成30年度以後＿＿＿＿＿＿＿の各年度分の個人の市民税に限り、法附則第

４条の５第３項の規定に該当する場合における第34条の２の規定による控除につい

ては、その者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項（第２

号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４条の５第３項の規

定により読み替えて適用される法第314条の２第１項（第２号に係る部分に限

る。）」として、同条の規定を適用することができる。 

 

第６条 平成30年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に限り、法附則第

４条の５第３項の規定に該当する場合における第34条の２の規定による控除につい

ては、その者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項（第２

号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４条の５第３項の規

定により読み替えて適用される法第314条の２第１項（第２号に係る部分に限

る。）」として、同条の規定を適用することができる。 

 

（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） （個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

第７条の３ 平成22年度から令和25年度までの各年度分の個人の市民税に限り、所得

割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41条又は第41条の２の２

の規定の適用を受けた場合（同法第41条第１項に規定する居住年が平成21年から令

和12年までの各年である場合に限る。）には、法附則第５条の４第５項（同条第７

項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）に規定するところにより控除

すべき額を、当該納税義務者の第34条の３及び第34条の６の規定を適用した場合の

所得割の額から控除する。 

第７条の３ 平成22年度から令和20年度までの各年度分の個人の市民税に限り、所得

割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41条又は第41条の２の２

の規定の適用を受けた場合（同法第41条第１項に規定する居住年が平成21年から令

和７年までの各年である場合に限る。）には、法附則第５条の４第５項（同条第７

項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）に規定するところにより控除

すべき額を、当該納税義務者の第34条の３及び第34条の６の規定を適用した場合の

所得割の額から控除する。 

２ （略） 

 

２ （略） 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） （寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第７条の４ 第34条の７の規定の適用を受ける市民税の所得割の納税義務者が、法第 第７条の４ 第34条の７の規定の適用を受ける市民税の所得割の納税義務者が、法第



改正後 改正前 

314条の７第11項第２号若しくは第３号に掲げる場合に該当する場合又は第34条の３

第２項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額を有し

ない場合であって、当該納税義務者の前年中の所得について、附則第16条の３第１

項、附則第16条の４第１項、附則第17条第１項、附則第18条第１項、附則第19条第

１項、附則第19条の２第１項、附則第19条の３第１項又は附則第20条第１項の規定

の適用を受けるときは、第34条の７第２項に規定する特例控除額は、同項の規定に

かかわらず、法附則第５条の５第２項（法附則第５条の６第３項又は第４項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）に定めるところにより計算した金額と

する。 

 

314条の７第11項第２号若しくは第３号に掲げる場合に該当する場合又は第34条の３

第２項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額を有し

ない場合であって、当該納税義務者の前年中の所得について、附則第16条の３第１

項、附則第16条の４第１項、附則第17条第１項、附則第18条第１項、附則第19条第

１項、附則第19条の２第１項又は附則第20条第１項＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿の規定

の適用を受けるときは、第34条の７第２項に規定する特例控除額は、同項の規定に

かかわらず、法附則第５条の５第２項（法附則第５条の６第２項＿＿＿＿＿の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）に定めるところにより計算した金額と

する。 

 

第９条の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に特例控除対象寄附金を支出

し、かつ、当該納税義務者について前条第３項の規定による申告特例通知書の送付

があった場合（法附則第７条第13項の規定によりなかったものとみなされる場合を

除く。）には、法附則第７条の２第４項（法附則第７条の３第３項又は第４項の規

定により読み替えて適用される場合を含む。）に規定するところにより控除すべき

額を、第34条の７第１項及び第２項の規定を適用した場合の所得割の額から控除す

るものとする。 

 

第９条の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に特例控除対象寄附金を支出

し、かつ、当該納税義務者について前条第３項の規定による申告特例通知書の送付

があった場合（法附則第７条第13項の規定によりなかったものとみなされる場合を

除く。）には、法附則第７条の２第４項＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿に規定するところにより控除すべき

額を、第34条の７第１項及び第２項の規定を適用した場合の所得割の額から控除す

るものとする。 

 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税

の課税の特例） 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税

の課税の特例） 

第17条の２ （略） 第17条の２ （略） 

２ 前項の規定は、昭和63年度から令和11年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因となる土

地等の譲渡をした場合において、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡

（法附則第34条の２第６項に規定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡をい

う。以下この項において同じ。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲

渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割について準用す

る。この場合において、当該譲渡が法附則第34条の２第12項の規定に該当すること

となるときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡ではなかったもの

とみなす。 

２ 前項の規定は、昭和63年度から令和11年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因となる土

地等の譲渡をした場合において、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡

（法附則第34条の２第５項に規定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡をい

う。以下この項において同じ。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲

渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割について準用す

る。この場合において、当該譲渡が法附則第34条の２第10項の規定に該当すること

となるときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡ではなかったもの

とみなす。 

３ （略） ３ （略） 



改正後 改正前 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割の納税

義務者が、租税特別措置法第31条の２第２項第13号から第15号までに掲げる土地等

の譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をした土地等がその譲渡をした

時において地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第３条第１項の地すべり防止

区域、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３

条第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策

の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域

又は特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77号）第56条第１項の浸水被害

防止区域内にあるときは、当該土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規定する優良

住宅地等のための譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないもの

とみなす。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第19条の３ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第38条の２第

１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、当該事業所得、

譲渡所得及び雑所得については、第33条第１項及び第２項並びに第34条の３の規定

にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業所得の金額、譲渡所得の金額

及び雑所得の金額として令附則第18条の６の４で定めるところにより計算した金額

（以下この項において「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」という。）に対

し、特定暗号資産に係る課税譲渡所得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の

金額（次項第１号の規定により読み替えて適用される第34条の２の規定の適用があ

る場合には、その適用後の金額）をいう。）の100分の３に相当する金額に相当する

市民税の所得割を課する。 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(１) 第34条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、 

「総所得金額、附則第19条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得

等の金額」とする。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

(２) 第34条の６から第34条の８まで、第34条の９第１項、附則第７条第１項及び 

附則第７条の３第１項の規定の適用については、第34条の６中「所得割の額」

とあるのは「所得割の額及び附則第19条の３第１項の規定による市民税の所得

割の額」と、第34条の７第１項前段、第34条の８、第34条の９第１項、附則第

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



改正後 改正前 

７条第１項及び附則第７条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の

額並びに附則第19条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第34条

の７第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第19条の３

第１項の規定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(３) 第35条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは 

「若しくは山林所得金額又は附則第19条の３第１項に規定する特定暗号資産に

係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林所

得金額若しくは附則第19条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得

等の金額」とする。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

(４) 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とある 

のは「山林所得金額並びに附則第19条の３第１項に規定する特定暗号資産に係

る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の

額並びに附則第19条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

備考 改正箇所は、下線で示す部分である。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和９年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(１) 第63条の改正規定及び附則第３条の規定 令和９年４月１日 

(２) 第34条の７第２項の改正規定並びに附則第７条の４の改正規定（「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改め 

る部分に限る。）並びに附則第９条の２及び附則第17条の２の改正規定並びに次条第４項の規定 令和10年１月１日 

(３) 附則第７条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第19条の２の次に１条を加える改正規定並びに次条第３項及び第５ 

項の規定 金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第 号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１

日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の須賀川市税条例（以下「新条例」という。）第36条の３の３第１項及び第２項の規定は、この条例の施行の日以後



 

に支払を受けるべき公的年金等について提出する同条第１項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について

提出したこの条例による改正前の須賀川市税条例第36条の３の３第１項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第７条の３第１項及び第２項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和８年１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律

（令和８年法律第12号。以下この項において「所得税法等改正法」という。）第７条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和32年法律第26

号）第41条第１項に規定する居住用家屋（同条第16項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第16項に規定する特例居住

用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第17項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第17項に規定する特例既存住宅及

び同条第35項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第35項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした

家屋（同条第17項の規定により同条第１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第17項に規定する特例増改築等をした家屋を含み、当

該増改築等又は当該特例増改築等に係る部分に限る。）又は同条第６項に規定する認定住宅等（同条第18項の規定により同条第６項に規定する認

定住宅等とみなされる同条第18項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合につい

て適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第７条の規定による改正前の租税特別措置法第41条第１項に規定する居住用

家屋（同条第20項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第20項に規定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅

（同条第35項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第35項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした

家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）又は同条第10項に規定する認定住宅等（同条第21項の規定により同条第10項に規定する認定住宅等とみ

なされる同条第21項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従

前の例による。 

３ 前条第３号に掲げる規定による新条例附則第７条の４の規定は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において「３号施行日」

という。）の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、３号施行日の属する年度分までの個人の市民税については、なお

従前の例による。 

４ 新条例附則第17条の２第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が前条第２号に掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第17条の２第

１項の土地等の譲渡について適用する。 

５ 新条例附則第19条の３の規定は、３号施行日の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税について適用する。 



 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例第63条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和８年度分までの固定資産税については、なお従前の例

による。 

 

 



須賀川市条例第３２号 

 

須賀川市監査委員条例の一部を改正する条例 

 

須賀川市監査委員条例（昭和39年須賀川市条例第20号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（事務の処理） （事務の処理） 

第２条 監査委員は、法第75条第１項、第98条第２項、第199条第６項若しくは第７

項、第235条の２第２項、第242条第１項又は第243条の２の９第３項の規定による監

査の請求又は要求があった場合は、５日以内に監査に着手しなければならない。 

第２条 監査委員は、法第75条第１項、第98条第２項、第199条第６項若しくは第７

項、第235条の２第２項、第242条第１項又は第243条の２の８第３項の規定による監

査の請求又は要求があった場合は、５日以内に監査に着手しなければならない。 

２ 監査委員は、法第233条第２項若しくは第241条第５項、地方公営企業法（昭和27

年法律第292号）第30条第２項又は地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成

19年法律第94号）第３条第１項若しくは第22条第１項の規定による審査についての

意見を、その審査に付された日から50日以内に、法第243条の２の９第８項の規定に

よる審査についての意見を、審査に付された日から20日以内に、市長に文書で報告

しなければならない。 

 

２ 監査委員は、法第233条第２項若しくは第241条第５項、地方公営企業法（昭和27

年法律第292号）第30条第２項又は地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成

19年法律第94号）第３条第１項若しくは第22条第１項の規定による審査についての

意見を、その審査に付された日から50日以内に、法第243条の２の８第８項の規定に

よる審査についての意見を、審査に付された日から20日以内に、市長に文書で報告

しなければならない。 

 

備考 改正箇所は、下線で示す部分である。 

附 則 

この条例は、令和８年９月24日から施行する。 



須賀川市条例第３３号 

 

須賀川市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

須賀川市国民健康保険税条例（昭和37年須賀川市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（課税額） （課税額） 

第２条 前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、世帯主及びその世帯に

属する国民健康保険の被保険者につき算定した次に掲げる額の合算額とする。 

第２条 前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、世帯主及びその世帯に

属する国民健康保険の被保険者につき算定した次に掲げる額の合算額とする。 

(１) 基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険に関する特別会計におい

て負担する国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険法（昭和33年法律第

192号）の規定による国民健康保険事業費納付金（以下この条において「国民健

康保険事業費納付金」という。）の納付に要する費用のうち、県の国民健康保

険に関する特別会計において負担する高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

57年法律第80号）の規定による後期高齢者支援金等（以下この条において「後

期高齢者支援金等」という。）、＿介護保険法（平成９年法律第123号）の規定

による納付金（以下この条において「介護納付金」という。）及び子ども・子

育て支援法（平成24年法律第65号）の規定による子ども・子育て支援納付金

（以下この条において「子ども・子育て支援納付金」という。）の納付に要す

る費用に充てる部分を除く。）に充てるための国民健康保険税の課税額をい

う。以下同じ。） 

(１) 基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険に関する特別会計におい

て負担する国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険法（昭和33年法律第

192号）の規定による国民健康保険事業費納付金（以下この条において「国民健

康保険事業費納付金」という。）の納付に要する費用のうち、県の国民健康保

険に関する特別会計において負担する高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

57年法律第80号）の規定による後期高齢者支援金等（以下この条において「後

期高齢者支援金等」という。）及び介護保険法（平成９年法律第123号）の規定

による納付金（以下この条において「介護納付金」という。）＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  ＿＿＿の納付に要す

る費用に充てる部分を除く。）に充てるための国民健康保険税の課税額をい

う。以下同じ。） 

(２)・(３) （略） (２)・(３) （略） 

(４) 子ども・子育て支援納付金課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事 

業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に関する特別会計において

負担する子ども・子育て支援納付金の納付に要する費用に充てる部分に限

る。）に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世

帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が67万円を超える場合

においては、基礎課税額は、67万円とする。 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世

帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が66万円を超える場合

においては、基礎課税額は、66万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除 ３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除



改正後 改正前 

く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並び

に被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が26

万円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、26万円とする。 

く。）及びその世帯に属する＿＿＿＿＿＿＿被保険者につき算定した所得割額並び

に被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が26

万円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、26万円とする。 

４ （略） ４ （略） 

５ 第１項第４号の子ども・子育て支援納付金課税額は、世帯主（前条第２項の世帯

主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割

額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額に、当該世帯に属する18歳

以上被保険者（地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第703条の

４第30項に規定する18歳以上被保険者をいう。以下同じ。）につき算定した18歳以

上被保険者均等割額を加算した額とする。ただし、加算後の額が３万円を超える場

合においては、子ども・子育て支援納付金課税額は、３万円とする。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る法＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_第314条の２第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規定による控除をした後の総所

得金額及び山林所得金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）

に100分の6.41を乗じて算定する。 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る地方税法

（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第314条の２第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規定による控除をした後の総所

得金額及び山林所得金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）

に100分の6.41を乗じて算定する。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規定により 

被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続

して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被保

険者が属する世帯であって同日の属する月（以下この号において「特定月」と

いう。）以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者

がいない場合に限る。）をいう。次号、第５条の６、第７条の７及び第21条第

１項において同じ。）及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯に

属する被保険者が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から

(１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規定により 

被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続

して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被保

険者が属する世帯であって同日の属する月（以下この号において「特定月」と

いう。）以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者

がいない場合に限る。）をいう。次号、第５条の６＿＿＿＿＿＿及び第21条第

１項において同じ。）及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯に

属する被保険者が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から
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特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者が

いない場合に限る。）をいう。第３号、第５条の６、第７条の７及び第21条第

１項において同じ。）以外の世帯 18,200円 

特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者が

いない場合に限る。）をいう。第３号、第５条の６＿＿＿＿＿＿及び第21条第

１項において同じ。）以外の世帯 18,200円 

(２)・(３) （略） 

 

(２)・(３) （略） 

 

（国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の所得割額） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第７条の４ 第２条第５項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に100分の0.30を

乗じて算定する。 

 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

 

（国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均等

割額） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿ 

第７条の５ 第２条第５項の被保険者均等割額は、被保険者１人について1,300円とす

る。 

 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿_ 

 

（18歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の18歳以上被保険者均

等割額） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

第７条の６ 第２条第５項の18歳以上被保険者均等割額は、18歳以上被保険者１人に

ついて100円とする。 

 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

 

（子ども・子育て支援納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第７条の７ 第２条第５項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(１) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 1,000円 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(２) 特定世帯 500円 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿_ 

(３) 特定継続世帯 750円 

 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第21条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が67万円を超える場合には、67万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

第21条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が66万円を超える場合には、66万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額
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（当該減額して得た額が26万円を超える場合には、26万円）、＿＿同条第４項本文

の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が17万円を超える場合には、17万円）並びに同条第５項本文の子ども・子育て支

援納付金課税額からキからケまでに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が３万円を超える場合には、３万円）の合算額とする。 

（当該減額して得た額が26万円を超える場合には、26万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が17万円を超える場合には、17万円）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿の合算額とする。 

(１) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、43 

万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得を有する者（前年中に法第703条の５第１項に規定

する総所得金額に係る所得税法（昭和40年法律第33号）第28条第１項に規定す

る給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者

（同条第１項に規定する給与等の収入金額が55万円を超える者に限る。）をい

う。以下この号において同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者

（前年中に法第703条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第35条第

３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金

等控除額の控除を受けた者（年齢65歳未満の者にあっては当該公的年金等の収

入金額が60万円を超える者に限り、年齢65歳以上の者にあっては当該公的年金

等の収入金額が110万円を超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除

く。）の数の合計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。）が

２以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

(１) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、43 

万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得を有する者（前年中に法第703条の５第１項に規定

する総所得金額に係る所得税法（昭和40年法律第33号）第28条第１項に規定す

る給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者

（同条第１項に規定する給与等の収入金額が55万円を超える者に限る。）をい

う。以下この号において同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者

（前年中に法第703条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第35条第

３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金

等控除額の控除を受けた者（年齢65歳未満の者にあっては当該公的年金等の収

入金額が60万円を超える者に限り、年齢65歳以上の者にあっては当該公的年金

等の収入金額が110万円を超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除

く。）の数の合計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。）が

２以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

ア～カ （略） ア～カ （略） 

キ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者

均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

910円 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿_ 

ク 18歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の18歳以上被保険

者均等割額 18歳以上被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）  

１人について70円 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ケ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の世帯別平

等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 700円 ＿＿_＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(イ) 特定世帯 350円 ＿＿_＿＿＿＿＿＿＿_ 
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(ウ) 特定継続世帯 525円 ＿＿_＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、43 

万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当

該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金

額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき31万円＿＿_を加算した金額

を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、43 

万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当

該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金

額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき30万5,000円を加算した金額

を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア～カ （略） ア～カ （略） 

キ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者

均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

650円 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿_ 

ク 18歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の18歳以上被保険

者均等割額 18歳以上被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）  

１人について50円 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ケ 子ども・子育て支援納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 500円 ＿＿_＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(イ) 特定世帯 250円 ＿＿_＿＿＿＿＿＿＿_ 

(ウ) 特定継続世帯 375円 ＿＿_＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(３) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、43 

万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当

該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金

額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき57万円を加算した金額を超

えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

(３) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、43 

万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当

該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金

額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき56万円を加算した金額を超

えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア～カ （略） ア～カ （略） 

キ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者

均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

260円 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿_ 

ク 18歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の18歳以上被保険

者均等割額 18歳以上被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



改正後 改正前 

人について20円 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ケ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の世帯別平

等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 200円 ＿＿_＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(イ) 特定世帯 100円 ＿＿_＿＿＿＿＿＿＿_ 

(ウ) 特定継続世帯 150円 ＿＿_＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最初の３月

31日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合における当該納

税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未就学

児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減額するものとした場

合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等

割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して

得た額とする。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最初の３月

31日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合における当該納

税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未就学

児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減額するものとした場

合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等

割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して

得た額とする。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者 

均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に

定める額 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿ 

ア 前項第１号キに規定する金額を減額した世帯 195円 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 前項第２号キに規定する金額を減額した世帯 325円 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ウ 前項第３号キに規定する金額を減額した世帯 520円 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 650円 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第56条の89第４項に規定す

る出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）が属する場合における当該納税

義務者に対して課する所得割額並びに被保険者均等割額及び18歳以上被保険者均等

割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の

被保険者均等割額及び18歳以上被保険者均等割額）は、当該所得割額並びに被保険

者均等割額及び18歳以上被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額を減額して得た額＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿とする。 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第56条の89第４項に規定す

る出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）が属する場合における当該納税

義務者に対して課する所得割額及び＿被保険者均等割額＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の

被保険者均等割額＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿）は、当該所得割額及び＿被保険

者均等割額＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿から、次の各号に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が、第２条第２

項ただし書、同条第３項ただし書及び同条第４項ただし書に定める額を超える場合

には、当該額）とする。 

(１) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 当該出産被保険 (１) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 当該出産被保険



改正後 改正前 

者につき第３条の規定により算定した所得割額の12分の１の額に、当該出産被

保険者の出産の予定日（地方税法施行規則第24条の30の６に定める場合には、

出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出産予定月」という。）の前月

（多胎妊娠の場合には、３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下

「産前産後期間」という。）のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

者につき第３条の規定により算定した所得割額の12分の１の額に、当該出産被

保険者の出産の予定日（地方税法施行規則第24条の30の５に定める場合には、

出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出産予定月」という。）の前月

（多胎妊娠の場合には、３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下

「産前産後期間」という。）のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(２)～(６) （略） (２)～(６) （略） 

(７) 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の所得 

割額 当該出産被保険者につき第７条の４の規定により算定した所得割額の12

分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数

を乗じて得た額 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

(８) 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保 

険者均等割額 当該出産被保険者につき第７条の５の規定により算定した被保

険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額）の12分の１の額に、当該出産被保険者の産前

産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(９) 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の18歳 

以上被保険者均等割額 当該出産被保険者につき第７条の６の規定により算定

した18歳以上被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした

場合にあっては、その減額後の18歳以上被保険者均等割額）の12分の１の額

に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に18歳に達する日以後の最初の３月

31日以前である被保険者（以下「18歳未満被保険者」という。）がある場合におけ

る当該納税義務者に対して課する子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均等

割額（当該納税義務者の世帯に属する18歳未満被保険者につき算定した被保険者均

等割額（前３項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後

の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、当該被保険者均

等割額に相当する額を減額して得た額とする。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

附 則 附 則 

１・２ （略） １・２ （略） 



改正後 改正前 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の２第５項の配当所得等を有する場合における第３条、第５条の

３、第６条、第７条の４及び第21条の規定の適用については、第３条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の２第５項に

規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等

の金額」と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と

する。 

３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の２第５項の配当所得等を有する場合における第３条、第５条の

３、第６条＿＿＿＿＿＿及び第21条の規定の適用については、第３条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の２第５項に

規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等

の金額」と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と

する。 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第34条第４項の譲渡所得を有する場合における第３条、第５条の３、第

６条、第７条の４及び第21条第１項の規定の適用については、第３条第１項中「及

び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法律

第26号）第33条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第

34条の３第１項、第35条第１項、第35条の２第１項、第35条の３第１項又は第36条

の規定に該当する場合には、これらの規定の適用により同法第31条第１項に規定す

る長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額。以下この項において「控

除後の長期譲渡所得の金額」という。）の合計額から法第314条の２第２項」と、

「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長

期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」

と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」とする。 

４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第34条第４項の譲渡所得を有する場合における第３条、第５条の３、第

６条＿＿＿＿＿＿及び第21条第１項の規定の適用については、第３条第１項中「及

び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法律

第26号）第33条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第

34条の３第１項、第35条第１項、第35条の２第１項、第35条の３第１項又は第36条

の規定に該当する場合には、これらの規定の適用により同法第31条第１項に規定す

る長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額。以下この項において「控

除後の長期譲渡所得の金額」という。）の合計額から法第314条の２第２項」と、

「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長

期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」

と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」とする。 

５ （略） ５ （略） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所得等を有する場合における

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所得等を有する場合における



改正後 改正前 

第３条、第５条の３、第６条、第７条の４及び第21条の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第

35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２

項」とあるのは「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の２第５項に規定する一般株式

等に係る譲渡所得等の金額」と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲

渡所得等の金額」とする。 

第３条、第５条の３、第６条＿＿＿＿＿＿及び第21条の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第

35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２

項」とあるのは「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の２第５項に規定する一般株式

等に係る譲渡所得等の金額」と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲

渡所得等の金額」とする。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の２の２第５項の上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合にお

ける第３条、第５条の３、第６条、第７条の４及び第21条の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の２の２第５項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第21条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２の２第５項に規定する

上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の２の２第５項の上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合にお

ける第３条、第５条の３、第６条＿＿＿＿＿＿及び第21条の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の２の２第５項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第21条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２の２第５項に規定する

上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の４第４項の事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合におけ

る第３条、第５条の３、第６条、第７条の４及び第21条の規定の適用については、

第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第２項」

とあるのは「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係

る雑所得等の金額」と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額」とする。 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の４第４項の事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合におけ

る第３条、第５条の３、第６条＿＿＿＿＿＿及び第21条の規定の適用については、

第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第２項」

とあるのは「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係

る雑所得等の金額」と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 



改正後 改正前 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の３第５項の事業所得又は雑所得を有する場合における第３条、

第５条の３、第６条、第７条の４及び第21条の規定の適用については、第３条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等

の金額」と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」とす

る。 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の３第５項の事業所得又は雑所得を有する場合における第３条、

第５条の３、第６条＿＿＿＿＿＿及び第21条の規定の適用については、第３条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等

の金額」と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」とす

る。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和37年法律第144号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第12条第５

項に規定する特例適用利子等又は同法第16条第２項に規定する特例適用利子等に係

る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における第３

条、第６条、第７条の４、第８条及び第21条第１項の規定の適用については、第３

条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山林所得金額並

びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和37年法律第144号）第８条第２項（同法第12条第５項及び第16条第２項におい

て準用する場合を含む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第21条

第１項において「特例適用利子等の額」という。）の合計額から法第314条の２第２

項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用利

子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は特例適用利子等の額」と、第21条第１項中「山林所得金額」と

あるのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和37年法律第144号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第12条第５

項に規定する特例適用利子等又は同法第16条第２項に規定する特例適用利子等に係

る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における第３

条、第６条＿＿＿＿＿＿、第８条及び第21条第１項の規定の適用については、第３

条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山林所得金額並

びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和37年法律第144号）第８条第２項（同法第12条第５項及び第16条第２項におい

て準用する場合を含む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第21条

第１項において「特例適用利子等の額」という。）の合計額から法第314条の２第２

項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用利

子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は特例適用利子等の額」と、第21条第１項中「山林所得金額」と

あるのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

第８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第12条第６項に規定する特例適用配

当等又は同法第16条第３項に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

第８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第12条第６項に規定する特例適用配

当等又は同法第16条第３項に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及



改正後 改正前 

び雑所得を有する場合における第３条、第６条、第７条の４、第８条及び第21条第

１項の規定の適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第

２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義によ

る所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項（同法第12条第６項及び第16条第

３項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額（以下この条

及び第21条第１項において「特例適用配当等の額」という。）の合計額から法第314

条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに

特例適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第21条第１項中「山林所

得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額」とする。 

び雑所得を有する場合における第３条、第６条＿＿＿＿＿＿、第８条及び第21条第

１項の規定の適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第

２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義によ

る所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項（同法第12条第６項及び第16条第

３項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額（以下この条

及び第21条第１項において「特例適用配当等の額」という。）の合計額から法第314

条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに

特例適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第21条第１項中「山林所

得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額」とする。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法

律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の

２第10項に規定する条約適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所

得及び雑所得を有する場合における第３条、第５条の３、第６条、第７条の４及び

第21条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から

同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租

税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等

の額の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規

定する条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項

に規定する条約適用利子等の額」と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定

する条約適用利子等の額」とする。 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法

律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の

２第10項に規定する条約適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所

得及び雑所得を有する場合における第３条、第５条の３、第６条＿＿＿＿＿＿及び

第21条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から

同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租

税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等

の額の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規

定する条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項

に規定する条約適用利子等の額」と、第21条第１項中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定

する条約適用利子等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第３条、第５条の３、第６

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第３条、第５条の３、第６ 



改正後 改正前 

条、第７条の４及び第21条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所

得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等

の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法

律第46号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第12項に規定

する条約適用配当等の額の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金

額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条

の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第

３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額」と、第21条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の

２の２第12項に規定する条約適用配当等の額」とする。 

 

条＿＿＿＿＿＿及び第21条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所

得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等

の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法

律第46号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第12項に規定

する条約適用配当等の額の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金

額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条

の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第

３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等の額」と、第21条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の

２の２第12項に規定する条約適用配当等の額」とする。 

備考 改正箇所は、下線で示す部分である。 
  

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の須賀川市国民健康保険税条例の規定は、令和８年４月１日から適用する。 

（適用区分） 

２ 改正後の須賀川市国民健康保険税条例の規定は、令和８年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和７年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 



須賀川市条例第３４号 

 

平成２３年東日本大震災による被災者に対する市民税、固定資産税、都市計画税及び国民健康保険税の減免等に関する条例の一部を改正する

条例 

 

平成23年東日本大震災による被災者に対する市民税、固定資産税、都市計画税及び国民健康保険税の減免等に関する条例（平成23年須賀川市条例

第18号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１～15 （略） １～15 （略） 

（令和８年度分の国民健康保険税に関する特例） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

16 第９条第５項及び第６項の規定による減免は、令和８年度分の国民健康保険税に

ついて適用する。ただし、次の各号に該当する世帯については、当該各号に定める

ところによる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

(１) 緊急時避難準備区域、避難指示解除準備区域、特定避難勧奨拠点、居住制限

区域、帰還困難区域及び特定復興再生拠点区域（以下「避難指示区域等」とい

う。）の指定が平成28年までに解除された地域の世帯 減免しない。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(２) 避難指示区域等の指定が平成29年以降に解除された地域の上位所得層の世帯

（世帯に属する国民健康保険の被保険者について、令和７年の国民健康保険法

施行令第29条の３第２項に規定する基準所得額を合算した額が、600万円を超え

る世帯。以下この項において同じ。） 減免しない。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(３) 避難指示区域等の指定が平成29年に解除された地域の世帯（上位所得層の世

帯を除く。） 令和９年３月31日までに普通徴収の納期限が到来する国民健康

保険税額の２分の１に相当する額を減免する。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

備考 改正箇所は、下線で示す部分である。 

附 則

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 



（経過措置） 

２ この条例施行の際、平成23年度分、平成24年度分、平成25年度分、平成26年度分、平成27年度分、平成28年度分、平成29年度分、平成30年度分、

令和元年度分、令和２年度分、令和３年度分、令和４年度分、令和５年度分、令和６年度分又は令和７年度分の国民健康保険税の減免に係る申請

書の提出がされている場合は、令和８年度分の当該申請書の提出があったものとみなす。ただし、令和７年度において、減免の要件に該当しなか

った場合は、この限りでない。 



須賀川市条例第３５号 

 

   須賀川市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 須賀川市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和41年須賀川市条例第27号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第７条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２の

９第８項の規定により上下水道事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除につい

て議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が50万円以

上である場合とする。 

 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第７条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２の

８第８項の規定により上下水道事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除につい

て議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が50万円以

上である場合とする。 

備考 改正箇所は、下線で示す部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和８年９月24日から施行する。 

  

  



須賀川市条例第３６号 

 

須賀川市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 

須賀川市水道事業給水条例（平成16年須賀川市条例第47号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（届出） （届出） 

第19条 給水装置の使用者、所有者又は総代人は、次の各号のいずれかに該当する場

合は、あらかじめ管理者に届け出なければならない。 

第19条 給水装置の使用者、所有者又は総代人は、次の各号のいずれかに該当する場

合は、あらかじめ管理者に届け出なければならない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 給水装置のメーター口径を変更するとき。 (２) 用途         を変更するとき。 

(３)・(４) （略） 

 

(３)・(４) （略） 

 

（水量 の認定） （水量等の認定） 

第26条 管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用水量      を

認定する。 

第26条 管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用水量又はその用途を

認定する。 

(１) （略） (１) （略） 

 (２) 料率の異なる２種以上の用途に使用するとき。 

(２) （略） 

 

(３) （略） 

 

（  その他の認定） （用途その他の認定） 

第27条   その他算定基準の届出が事実と相違するときは、管理者がこれを認定す

る。 

第27条 用途その他算定基準の届出が事実と相違するときは、管理者がこれを認定す

る。 

 

（特別な場合における料金の算定） （特別な場合における料金の算定） 

第28条 月の中途において水道の使用を開始し、又は中止したときの料金は、次のと

おりとする。 

第28条 月の中途において水道の使用を開始し、又は中止したときの料金は、次のと

おりとする。 

(１) 使用日数が15日以下のときは、基本料金の２分の１及び従量料金とする。こ

の場合において、１円未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨てるもの

とする。 

(１) 給水量が基本水量の２分の１以下のときは、基本料金の２分の１とする。 

(２) 使用日数が15日      を超えるときは、１か月とみなして算定する。 (２) 給水量が基本水量の２分の１を超えるときは、１か月とみなして算定する。 



改正後 改正前 

２ 月の中途において、給水管の口径を変更した場合の基本料金は、1か月のうち使用

日数が長い口径の金額により算定し、等しいときは、変更後の口径の金額により算

定する。 

 

２ 月の中途において、その用途に変更があった場合は、その使用日数の多い料率を

適用する。 

 

（加入金） （加入金） 

第31条 （略） 第31条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、臨時的に使用する場合の加入金は、原則として徴収

しないものとする。 

 

３ 前２項の規定にかかわらず、臨時用の用途区分に係る加入金については、徴収し

ないものとする。 

 

別表第１（第24条関係） 別表第１（第24条関係） 

１ 基本料金（１か月につき） １ 計量栓（１か月につき） 

メーターの口径 料金 

13ミリメートル 1,672円 

20ミリメートル 1,848円 

25ミリメートル 2,662円 

30ミリメートル 2,970円 

40ミリメートル 3,476円 

50ミリメートル 4,565円 

75ミリメートル 7,139円 

100ミリメートル 10,626円 

100ミリメートルを超えるもの 管理者が定める額 
 

用途 

基本料金 超過料金（１立方メートルにつき） 

基本水量 料金 

使用水量 

料金 

（立方メート

ル） 
（円） （円） 

家 事

用 

 

 

10 

 

 

 

1,575.2 

 

 

 

11立方メートルから20立方

メートルまでの分 

223.3 

21立方メートルから30立方

メートルまでの分 

239.8 

30立方メートルを超える分 273.9 

団 体

用 

 

 

10 

 

 

 

1,575.2 

 

 

 

11立方メートルから30立方

メートルまでの分 

264.0 

31立方メートルから100立方

メートルまでの分 

287.1 



改正後 改正前 

   100立方メートルを超える分 309.1 

営 業

用 

10 1,575.2 11立方メートルから30立方

メートルまでの分 

264.0 

31立方メートルから100立方

メートルまでの分 

287.1 

100立方メートルを超える分 309.1 

工 業

用 

100 21,895.5 100立方メートルを超える分 306.9 

公 衆

浴 場

用 

200 11,391.6 200立方メートルを超える分 74.8 

車 庫

用 

 

 

 

10 

 

 

 

 

2,400.2 

 

 

 

 

11立方メートルから30立方

メートルまでの分 

264.0 

31立方メートルから100立方

メートルまでの分 

286.0 

 100立方メートルを超える分 306.9 

臨 時

用 

１ 537.9   

 

２ 従量料金（１立方メートルにつき） ２ メーター使用料（１か月につき） 

１か月の使用水量 料金 

１立方メートルから10立方メートルまでの分 33円 

口径 

13

ミ

リ

20

ミ

リ

25

ミ

リ

30

ミ

リ

40

ミ

リ

50 ミ

リ メ

ー ト

75ミリ

メート

ル 

100ミ

リ メ

ー ト

125ミリ

メートル

以上 



改正後 改正前 

10立方メートルを超える分 330円 
 

メ

ー

ト

ル 

メ

ー

ト

ル 

メ

ー

ト

ル 

メ

ー

ト

ル 

メ

ー

ト

ル 

ル  ル 

料金 

（円） 
88 143 165 253 330 1,199 1,441 1,683 

管理者が

定める額 
 

 備考 

 １ 「家事用」とは、一般家事に使用するものをいう。 

 ２ 「団体用」とは、官公署、学校、病院、事務所、事業所その他これらに類す

るものが使用するものをいう。 

 ３ 「営業用」とは、営業のため使用するもので管理者が別に定めるものをい

う。 

 ４ 「工業用」とは、繊維、紡績化学、金属工業、製氷、醸造その他これらに類

する大口消費に使用するものをいう。 

 ５ 「公衆浴場用」とは、公衆浴場入浴料金の統制額の指定等に関する省令（昭

和32年厚生省令第38号）の規定により統制額の指定を受けた公衆浴場で使用す

るものをいう。 

 ６ 「車庫用」とは、自動車等を収容する場所で使用するものをいう。 

 ７ 「臨時用」とは、臨時に使用するものをいう。 

別表第２（第31条関係） 別表第２（第31条関係） 

メーターの口径 加入金の額 

13ミリメートル 90,200円 

20ミリメートル 195,800円 

25ミリメートル 338,800円 

30ミリメートル 452,100円 

メーターの口径（ミリメートル） 加入金の額（円） 

13 66,000 

20 143,000 

25 247,500 

30 330,000 



改正後 改正前 

40ミリメートル 904,200円 

50ミリメートル 1,356,300円 

75ミリメートル 2,939,200円 

100ミリメートル 4,973,100円 

100ミリメートルを超えるもの 管理者が定める額 
 

40 660,000 

50 990,000 

75 2,145,000 

100 3,630,000 

125以上 管理者が定める額 
 

別表第３（第32条関係） 別表第３（第32条関係） 

 １ (略) １ (略) 

２ 設計審査手数料（１申請につき） ２ 設計審査手数料（１装置につき） 

手数料の種別基準 
水栓数５栓未満の場合 左記以外の場合 

工事の種別 

新設工事 2,850円 5,700円 

改造工事 2,850円 5,700円 

撤去工事 無料 無料 
 

手数料の種別基準 給水管口径50ミリメートル

以下、給水管延長100メート

ル以下で、かつ水栓数20栓

以下の場合（円） 

左記以外の場合

（円） 

工事の種別 

新設工事 150 170 

改造工事 100 110 

撤去工事 50 55 
 

３ 工事検査手数料（１申請につき） ３ 工事検査手数料（１装置につき） 

手数料の種別基準 
水栓数５栓未満の場合 左記以外の場合 

工事の種別 

新設工事 3,800円 3,800円 

改造工事 3,800円 3,800円 

手数料の種別基準 給水管口径50ミリメートル

以下、給水管延長100メート

ル以下で、かつ水栓数20栓

以下の場合（円） 

左記以外の場合

（円） 

工事の種別 

新設工事 1,000 1,100 



改正後 改正前 

撤去工事 無料 無料 
 

改造工事 650 710 

撤去工事 100 110 
 

４ (略) ４ (略) 

５ 各種証明手数料 400円 ５ 各種証明手数料 100円 

６・７ (略) 

 

６・７ (略) 

備考 改正箇所は、下線及び太枠で示す部分である。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第１の規定は、施行日以後の使用に係る水道料金について適用する。 

３ 前項の場合において、施行日以後に徴収する水道料金のうち、算定の基礎となる使用期間に施行日前の期間が含まれるときは、なお従前の例

による。 

４ 改正後の別表第２及び別表第３の規定は、施行日以後の工事申込みに係る加入金及び手数料について適用し、同日前の工事申込みに係る加入

金及び手数料については、なお従前の例による。 



須賀川市条例第３７号 

 

須賀川市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

須賀川市介護保険条例（平成12年須賀川市条例第27号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 

 

附 則 

 

（令和８年度分の保険料の減免の特例） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第11条 市長は、令和８年度分の保険料について、第18条第１項及び第２項の規定に

かかわらず、市長が特に必要と認める者に対し、申請によらずに減免することがで

きる。 

 

 

備考 改正箇所は、下線で示す部分である。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の須賀川市介護保険条例の規定は、令和８年４月１日から適用する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の須賀川市介護保険条例の規定は、令和８年度分の保険料について適用し、令和７年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例 

による。 



須賀川市条例第３８号 

 

須賀川市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

 

須賀川市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例（平成12年須賀川市条例第24号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（用語の定義） （用語の定義） 

第２条 この条例において、次の表の左欄に掲げる用語の意義は、それぞれ当該右欄

に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の表の左欄に掲げる用語の意義は、それぞれ当該右欄

に定めるところによる。 

ひとり親家

庭 

次の各号のいずれかに該当する児童を配偶者のいない父又は

母のいずれか一方が監護する家庭をいう。ただし、児童の父の

配偶者又は母の配偶者が、児童扶養手当法施行令（昭和36年政

令第405号。以下「政令」という。）第１条第２項に規定する程

度の障害の状態にある家庭を含む。 

(１) 父母が婚姻を解消した児童 

(２) 父又は母が死亡した児童 

(３) 父又は母が政令第１条第２項に規定する程度の障害の状

態にある児童 

(４) 父又は母の生死が明らかでない児童 

(５) 父又は母が引き続き１年以上遺棄している児童 

(６) 父又は母が法令により引き続き１年以上拘禁されている

児童 

(７) 母が婚姻によらないで懐胎した児童 

(８) 父又は母が母又は父の申し立てにより配偶者からの暴力

ひとり親家

庭 

次の各号のいずれかに該当する児童を配偶者のいない父又は

母のいずれか一方が監護する家庭をいう。ただし、児童の父の

配偶者又は母の配偶者が、児童扶養手当法施行令（昭和36年政

令第405号。以下「政令」という。）第１条第２項に規定する程

度の障害の状態にある家庭を含む。 

(１) 父母が婚姻を解消した児童 

(２) 父又は母が死亡した児童 

(３) 父又は母が政令第１条第２項に規定する程度の障害の状

態にある児童 

(４) 父又は母の生死が明らかでない児童 

(５) 父又は母が引き続き１年以上遺棄している児童 

(６) 父又は母が法令により引き続き１年以上拘禁されている

児童 

(７) 母が婚姻によらないで懐胎した児童 

(８) 父又は母が母又は父の申し立てにより配偶者からの暴力



  

改正後 改正前 

の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成13年法律第

31号）第10条第１項又は第10条の２の規定による命令を受

けた児童 

なお、「婚姻」には、婚姻の届出をしていないが、事実上婚

姻関係と同様の事情にある場合を含み、「配偶者」には、婚姻

の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者

を含み、「父」又は「母」には、母が児童を懐胎した当時婚姻

の届出をしていないが、その父又は母と事実上婚姻関係と同様

の事情にあった者を含むものとする。 

（略） 
 

の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成13年法律第

31号）第10条第１項＿＿＿＿＿＿＿の規定による命令を受

けた児童 

なお、「婚姻」には、婚姻の届出をしていないが、事実上婚

姻関係と同様の事情にある場合を含み、「配偶者」には、婚姻

の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者

を含み、「父」又は「母」には、母が児童を懐胎した当時婚姻

の届出をしていないが、その父又は母と事実上婚姻関係と同様

の事情にあった者を含むものとする。 

（略） 
 

 

（助成の対象） 

 

（助成の対象） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、対象者が次の各号のいずれかに該当する場合の当該

対象者の医療費の一部負担金については助成しない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、対象者が次の各号のいずれかに該当する場合の当該

対象者の医療費の一部負担金については助成しない。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

(４) ひとり親家庭の親又は当該ひとり親家庭の親の民法（明治29年法律第89号）

第877条第１項に定める扶養義務者で生計を同じくするものの前年（１月から10

月１日までの間に受給資格の登録がなされる場合にあっては前々年）の所得

（政令第３条及び第４条の規定に基づいて算出した額をいう。この場合におい

て、父の所得を算出するときの児童の養育に必要な費用の支払として受ける金

品その他の経済的な利益に係る所得＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_については、母のときと同様の取扱いをするも

のとする。）が、それぞれ政令第２条の４第２項第１号及び第７項に規定する

額以上ある場合の当該ひとり親家庭の親及びその者に監護されている児童 

(４) ひとり親家庭の親又は当該ひとり親家庭の親の民法（明治29年法律第89号）

第877条第１項に定める扶養義務者で生計を同じくするものの前年（１月から10

月１日までの間に受給資格の登録がなされる場合にあっては前々年）の所得

（政令第３条及び第４条の規定に基づいて算出した額をいう。この場合におい

て、父の所得を算出するときの児童の養育に必要な費用の支払として受ける金

品その他の経済的な利益に係る所得及び地方税法（昭和25年法律第226号）第34

条第１項第８号に規定する控除については、母のときと同様の取扱いをするも

のとする。）が、それぞれ政令第２条の４第２項及び第８項＿＿＿に規定する

額以上ある場合の当該ひとり親家庭の親及びその者に監護されている児童 

(５) （略） 

 

(５) （略） 

 

備考 改正箇所は、下線で示す部分である。 



  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



須賀川市条例第３９号 

 

須賀川市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 

須賀川市印鑑登録及び証明に関する条例（平成11年須賀川市条例第29号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

第16条 前条の規定にかかわらず、印鑑登録者は、自ら利用者証明用電子証明書（電

子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年

法律第153号）第22条第１項に規定する利用者証明用電子証明書をいう。）を用いた

端末機（登録を受けた印鑑について本市の電子計算機と電気通信回線で接続し、印

鑑登録証明書を自動的に交付する機能を有する機器をいう。）＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿を使用して必要な事項を入力することにより、印鑑登録

証明書の交付を申請し、その交付を受けることができる。 

第16条 前条の規定にかかわらず、印鑑登録者は、自ら本市の電子計算機と電気通信

回路で接続された民間事業者が設置する多機能端末機に行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第７

項に規定する個人番号カード（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の

認証業務に関する法律（平成14年法律第153号）第22条第１項に規定する個人番号カ

ード用利用者証明用電子証明書が記録されているものに限る。）又は移動端末設備

（同法第16条の２第１項に規定する移動端末設備をいい、同法第35条の２第１項に

規定する移動端末設備用利用者証明用電子証明書が記録された電磁的記録媒体が組

み込まれたものに限る。）を使用して必要な事項を入力することにより、印鑑登録

証明書の交付を申請し、その交付を受けることができる。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

備考 改正箇所は、下線で示す部分である。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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